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SDGsの現状と今後の課題
̶新型コロナウイルス感染症を踏まえて̶
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新型コロナウイルスによるSDGsへ
の影響

　持続可能な開発目標（以降、SDGs）の達成
期限まで残すところ10年となり、国連が「行
動の10年」を掲げた矢先、新型コロナウイル
ス（以降、コロナ）の感染拡大は、世界の様
相を一変させた。米国・ジョンズホプキンス大
学の集計1によると、全世界での感染者は既に
5千万人を超える（2020年11月17日現在）。
　SDGsの進捗に対する影響も見られる。同年
7月に発表された「持続可能な開発目標（SDGs）
報告2020」では、2020年に世界で約7,100万
人が極度の貧困に陥るものとみられ、1998年
以来初めて世界で貧困者が増加する見込みで
あると報告されている。
　ほかにも様々な影響が見られるが、輸出入
などの国際的なサプライチェーンが途切れてし
まうことで原材料が揃わず、工場の稼働が休
止するなど、経済活動への影響は甚大だ。一
方で、工場や自動車からの大気汚染物質の排
出が減少したことによって空気や水質が改善
するといった変化も見られ、人間の活動がいか
に地球環境に影響を与えていたかが明らかに
なったと言えよう。

SDGsの観点から見たコロナ後の
社会

　SDGsに対するコロナの影響を把握するため
には、17あるSDGsのゴールをより具体的に
示した169のターゲットに対する検討を行う必
要がある。そこで、慶應義塾大学SFC研究所
xSDG・ラボでは、コンソーシアムのパートナー
企業や地方公共団体、オブザーバーの省庁担
当者と協働し、また、学生たちとも連携しなが
ら、ターゲットごとにどのような変化が発生し
ているか検討を行った2。以下にその検討の幾
つかの例を示す。

例1：ゴール1「貧困をなくそう」

　SDGsのゴール1は「貧困をなくそう」が掲げ
られている。その中で、ターゲット1.2には「2030
年までに、各国で定められたあらゆる面で貧困
状態にある全年齢の男女・子どもの割合を少な
くとも半減させる3」と設定されている。
　コロナが発生する前には、2019年平均の正
規の職員・従業員数は前年から18万人増加し
ているのに対し、非正規の職員・従業員数は
前年から45万人増加4している。こうした非正
規雇用者の増加が経済格差につながる可能性
も指摘されていた。
　コロナの感染拡大を受け、外出自粛などによ
り、一時的なものを含めて営業に支障をきたす
業種もあり、2020年7月の非正規雇用者は、前
年同月比で約130万人減少する5など、正規雇
用者と比較して不利な状況に置かれており、経
済格差が更に広がる可能性がある。従って、生
活者の経済的な不安を払拭し、貧困を防止する
必要がある。また、たとえワクチンが開発され
たとしても、コロナを経験したことで、社会状
況や取るべき方策にも変化が見られるはずだ。
例えば、リモートワークに関する労働需要など、
労働が必要な産業がコロナ発生前と比較して変
化すると考えられる。コロナ経験後の産業構造
に対応する新たな産業を育成することで、貧困
の発生も防止することが求められる。
　こうした変化を乗り越えるためにどのような
行動が求められるだろうか。政府・地方公共団
体では、現金給付、学校給食、児童手当など
の社会的保護システムの迅速かつ大規模な拡大
をすること（ゴール1）や、新たな産業で求め
られる知識や技能を習得できるような学習機会
やその後の就労支援の提供（ゴール4）が考え
られる。企業は多様な労働環境の変化に応じた
産業の開発・育成が求められる（ゴール8、9）。
個人では、新たな産業で求められる技術や知
識の獲得が必要だ（ゴール4）。
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例2：ゴール9「産業と技術革新の
基盤をつくろう」

　金融市場に関連が深いターゲットに関して
は、ゴール9の下のターゲット9.3で「より多く
の小規模製造業やその他の企業が、特に開発
途上国で、利用しやすい融資などの金融サー
ビスを受けることができ、バリューチェーンや
市場に組み込まれるようにする」とある。コロ
ナ前は、2020年1月の内閣府月例経済報告に
おいて「企業収益は、高い水準にある」と発表
される6など、経済状況は良好に推移していた。
それに伴い、金融機関によって、中小企業に向
けた金融商品も提供され、一定の条件下で融
資が行われていた。
　しかし、財務省の「法人企業統計季報」に
よると、同年4-6月期の経常利益が、前年比
46.6％減、前期比 29.7％減7となるなど、緊急
事態宣言等に伴う営業自粛により経営状況が
悪化する企業が現れた。また、9月の内閣府月
例経済報告によると、「企業収益は、感染症の
影響により、大幅な減少が続いている。企業の
業況判断は、厳しさは残るものの、改善の動き
がみられる。」と発表されている8。事業継続に
向けた融資を受けやすい金融商品の提供など

により、小規模製造業やその他の企業が、融
資などの金融サービスを利用しやすくすること
が求められるわけである。
　こうした変化を乗り越えるためには、既に金
融庁が示しているように、政府は金融の仲介機
能の発揮や、融資手続きの電子化9を進めるこ
とが必要だ。企業においては、未来へのインパ
クトを中心に据えた企業行動の実践が求められ
る。個人では、投資先のスコープとして、物理
的社会的インフラやSDGsに力を入れている企
業への投資を考える必要がある。

高まるSDGsの必要性
　
　本稿では、SDGsの2つのターゲットに焦点
を当てたが、xSDG・ラボのウェブサイト10では、
すべてのターゲットに対する検討結果を公開す
る予定である。
　コロナが発生したことで、世界が持続可能で
はなかったということが明らかになった。直面
する危機、社会を変革する機会にもできる。コ
ロナ後の新たな時代に、真に持続可能な世界
を構築していく上で、道標となるSDGsの必要
性は一層高まるだろう。
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